
　
「
新
し
い
国
土
」
と
は
何
か

─
読
者
の

皆
さ
ま
と
と
も
に
考
え
て
い
き
た
い
。

　
「
国
土
」に
つ
い
て
は
、土
木
学
会
誌
で
も

た
び
た
び
取
り
上
げ
て
き
た
。過
去
の
遷
都

論
や
道
州
制
の
議
論
の
盛
り
上
が
り
、大
規

模
災
害
の
発
生
な
ど
、時
代
の
要
請
に
合
わ

せ
て
国
土
の
在
り
方
が
議
論
さ
れ
て
き
た
。

例
え
ば
、2
0
1
2
年
4
月
号
特
集「
国
土

を
知
る
」
で
は
、
東
日
本
大
震
災
を
契
機
と

し
た
自
然
災
害
と
の
向
き
合
い
方
や
持
続
的

な
経
済
発
展
等
の
観
点
を
踏
ま
え
、「
日
本

文
化
に
合
っ
た
国
づ
く
り
は
ど
の
よ
う
な
も

の
な
の
か
」
を
探
っ
た
。
ま
た
、2
0
1
2

年
1
月
号
特
集「
土
木
再
考
土
木
事
業
の
温

故
知
新
」
の
中
で
中
村
英
夫
氏
は
、
イ
ン
フ

ラ
整
備
に
関
す
る「
主
た
る
社
会
の
要
望
は
、

食
べ
ら
れ
る
社
会
→
安
全
の
確
保
→
豊
か
さ

の
実
現
→
優
れ
た
環
境
→
誇
り
の
持
て
る
社

会
づ
く
り
へ
と
順
次
高
次
へ
移
る
」と
し
た

上
で
、要
望
に
対
し
て
対
応
が
不
十
分
な
点

に
も
言
及
し
、「
強
靭
な
国
土
、誇
り
の
も
て

る
国
土
を
つ
く
る
こ
と
が
私
た
ち
の
進
め
る

べ
き
国
土
政
策
の
重
点
方
向
で
あ
る
」と
論

じ
て
い
る
。

　

国
土
を
考
え
る
こ
と
は
、つ
ま
り
、
ど
の

よ
う
な
社
会
を
目
指
す
の
か
と
い
っ
た
こ
と

に
も
つ
な
が
る
。
昨
今
、
激
甚
化
す
る
自
然

災
害
や
C
O
V
I
D-
19
の
拡
大
に
よ
り
、

分
断
・
格
差
・
社
会
的
孤
立
が
社
会
問
題
と

し
て
顕
在
化
し
た
。私
た
ち
は
土
木
に
携
わ

る
者
と
し
て
、こ
れ
ら
に
立
ち
向
か
う
べ
く
、

そ
し
て
誇
り
の
持
て
る
社
会
の
実
現
に
向
け

て
、改
め
て
国
土
を
考
え
る
局
面
に
立
っ
て

い
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

　

2
0
1
4
年
に
策
定
さ
れ
た「
国
土
の

グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
2
0
5
0
」（
国
土
交

通
省
）に
は
、
目
指
す
べ
き
国
土
の
姿
と
し

て「
対
流
促
進
型
国
土（

1

（
注

」の
形
成
が
掲
げ
ら

れ
て
い
る
。過
去
に
は
ど
う
い
っ
た
国
土
像

が
目
指
さ
れ
て
い
た
の
だ
ろ
う
か
。戦
後
の

日
本
の
国
土
は
全
国
総
合
開
発
計
画（
全

総
）に
よ
っ
て
描
か
れ
、開
発
さ
れ
て
き
た
。

1
9
6
2
年
に
1
回
目
の
計
画
が
出
さ
れ
て

以
降
、1
9
9
8
年
ま
で
に
五
つ
の
全
総
が

出
さ
れ
て
い
る
。そ
れ
ら
に
共
通
す
る
理
念

と
し
て
、「
国
土
の
均
衡
あ
る
発
展
」が
掲
げ

ら
れ
て
い
る
。「
拠
点
開
発
構
想
」や「
大
規

模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
構
想
」に
よ
り
、新
幹
線
・

高
速
道
路
の
整
備
や
経
済
発
展
に
も
寄
与
し

て
き
た
も
の
の
、新
産
業
都
市
や
工
業
整
備

特
別
地
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た
地
域
の
中
に

は
、現
在
衰
退
の
危
機
に
直
面
し
て
い
る
地

域
も
多
い（
図
1
）。

　

東
京
一
極
集
中
の
解
消
に
向
け
て
、首
都

機
能
移
転
の
議
論
も
過
去
に
何
度
も
盛
り
上

が
っ
た
。
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
後
に
は
、

新しい国土
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国
会
等
の
移
転
の
候
補
地
の
選
定
ま
で
な
さ

れ
た
が
、財
政
負
担
の
大
き
さ
な
ど
を
理
由

に
し
て
そ
の
計
画
は
下
火
と
な
っ
た
。東
日

本
大
震
災
や
C
O
V
I
D-

19
の
流
行
に
よ

り
改
め
て
東
京
一
極
集
中
が
抱
え
る
リ
ス
ク

が
浮
き
彫
り
と
な
る
中
、リ
モ
ー
ト
や
リ
ニ

ア
整
備
を
含
め
、方
策
に
つ
い
て
議
論
が
な

さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

そ
れ
で
は
、理
想
的
な
国
土
と
は
何
だ
ろ

う
か
。
冒
頭
で
紹
介
し
た「
国
土
の
グ
ラ
ン

ド
デ
ザ
イ
ン
2
0
5
0
」
に
よ
る
と「
国
土

は
、国
民
の
幸
せ
な
暮
ら
し
を
実
現
す
る
舞

台
」
と
さ
れ
て
い
る
。
日
本
人
の
幸
福
度
が

諸
外
国
に
比
べ
て
低
い
と
い
う
話
は
よ
く

耳
に
す
る
と
こ
ろ（
国
連
が
毎
年
刊
行
す
る

「W
orld Happiness Report

」の
2
0
2
1

年
版
に
よ
る
と
日
本
は
56
位
）で
あ
り
、国
土

を
描
く
上
で
幸
福
と
い
う
テ
ー
マ
は
欠
か
せ

な
い
も
の
と
な
っ
て
き
て
い
る
。そ
こ
に
土

木
が
果
た
す
べ
き
役
割
を
考
え
て
い
き
た
い
。

　

本
特
集
は
三
つ
の
ト
ピ
ッ
ク
と
し
て
、『
今

求
め
ら
れ
る
国
土
像
』『
海
外
が
展
開
す
る

国
土
像
』『
こ
れ
か
ら
の
国
土
を
考
え
る
視

点
』
で
構
成
し
て
い
る
。
ま
た
、
国
土
を
捉

え
る
視
点
を
読
者
の
皆
さ
ま
と
共
有
す
る
た

め
、各
記
事
に「
○
○
×
国
土
」と
い
う
テ
ー

マ
を
付
与
し
た
。

　
『
今
求
め
ら
れ
る
国
土
像
』と
は
ど
う
い
っ

た
も
の
か
。前
述
の
通
り
国
土
交
通
省
で
は

目
指
す
べ
き
国
土
の
姿
を
示
し
て
い
る
が
、

地
方
の
視
点
で
見
た
と
き
に
認
識
の
齟そ

齬ご

が

生
じ
て
い
な
い
だ
ろ
う
か
。国
土
交
通
省
の

倉
富
氏
と
小
布
施
町
の

大
宮
氏
に
よ
る
対
談
で

は
、
国
と
地
方
に
よ
る

国
土
の
捉
え
方
の
違
い

か
ら
、
地
方
・
人
が
つ

く
る
国
土
と
は
何
か
と

い
う
こ
と
を
探
っ
た
。

ま
た
、S
D
G
s
の
観

点
も
重
要
で
あ
る
。
京

都
大
学
の
広
井
氏
に
は

持
続
可
能
な
社
会
の
実

現
に
向
け
た
理
想
的
な

国
土
像
に
つ
い
て
、名
古
屋
工
業
大
学
の
萱

場
氏
に
は
国
土
づ
く
り
に
お
け
る
自
然
環
境

と
の
関
わ
り
方
に
つ
い
て
論
じ
て
い
た
だ
い

た
。
新
し
い
国
土
を
考
え
る
上
で
、
過
去
の

議
論
を
理
解
す
る
こ
と
も
不
可
欠
で
あ
る
。

東
洋
大
学
の
佐
野
氏
に
は
、
そ
の
中
で
も
、

国
土
計
画
に
着
目
し
、
過
去
を
振
り
返
り
、

将
来
の
展
望
を
描
く
こ
と
の
必
要
性
・
意
義

に
つ
い
て
論
じ
て
い
た
だ
い
た
。

　
『
海
外
が
展
開
す
る
国
土
像
』
も
無
視
で

き
な
い
。
中
国
で
は
、
広
域
経
済
圏
構
想
と

し
て「
一
帯
一
路
」を
打
ち
出
し
、グ
ロ
ー
バ

ル
社
会
に
お
け
る
長
期
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
を
描

い
て
い
る
。こ
の
構
想
の
背
景
に
あ
る
中
国

の
国
土
観
に
つ
い
て
、中
央
大
学
の
妹
尾
氏

に
紹
介
い
た
だ
い
た
。
ま
た
、
東
京
と
同
様

に
一
極
集
中
が
見
ら
れ
る
パ
リ
に
着
目
し
、

そ
の
歴
史
的
な
都
市
形
成
と
と
も
に
、周
辺

地
域
と
の
関
係
や
課
題
に
つ
い
て
、元
学
習

院
大
学
の
中
野
氏
に
紹
介
い
た
だ
い
た
。日

本
と
は
歴
史
的
な
背
景
や
国
際
的
な
立
ち
位

置
が
異
な
る
と
こ
ろ
で
は
あ
る
が
、そ
の
違

い
を
認
識
し
た
上
で
改
め
て
日
本
の
振
る
舞

い
に
つ
い
て
考
え
て
い
き
た
い
。

　
『
こ
れ
か
ら
の
国
土
を
考
え
る
視
点
』
と

し
て
、
ま
ず
は
、
衰
退
し
た
工
業
都
市
を
再

生
す
る
た
め
の
土
木
遺
産
を
活
用
し
た
取
組

に
つ
い
て
、歴
史
文
化
ま
ち
づ
く
り
に
携
わ

る
土
井
氏
に
執
筆
い
た
だ
い
た
。

　

2
0
2
1
年
7
月
号
特
集「
鉄
道
と
道
路
」

の
座
談
会
に
お
い
て
、未
来
を
担
う
若
い
世

代
へ
の
宿
題
と
し
て
、「
リ
ニ
ア
中
央
新
幹

線
と
W
e
b
会
議
と
の
競
合
関
係
を
ど
う
整

理
す
る
の
が
い
い
か
」
と
言
及
さ
れ
た
。
そ

の
ヒ
ン
ト
と
し
て
、リ
ニ
ア
が
も
た
ら
す
移

動
時
間
の
短
縮
等
に
よ
る
都
市
と
地
方
の
関

係
に
つ
い
て
、
京
都
大
学
の
松
島
氏
に
、
地

域
間
格
差
の
形
成
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
つ
い
て
、

特
に
過
疎
地
域
の
観
点
か
ら
、大
阪
大
学
の

堤
氏
に
論
じ
て
い
た
だ
い
た
。

　
「
広
辞
苑 

第
七
版
」
に
よ
る
と
、
国
土
と

は
、「
一
国
の
統
治
権
の
行
わ
れ
る
境
域
。領

土
。」
と
あ
る
。
領
土
保
全
の
考
え
方
と
と

も
に
そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
の
イ
ン
フ
ラ
技

術
に
つ
い
て
、国
土
技
術
政
策
総
合
研
究
所

の
加
藤
氏
に
執
筆
い
た
だ
い
た
。

　

国
土
を
考
え
る
に
は
多
角
的
な
視
点
が
必

要
で
あ
る
。
個
々
の
専
門
性
を
磨
き
つ
つ
、

時
に
は
鳥ち

ょ
う
か
ん瞰

的
な
立
場
に
立
ち
、国
土
と
は

何
か
を
振
り
返
っ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思

う
。本
特
集
が
読
者
の
皆
さ
ま
に
と
っ
て
国

土
の
こ
と
を
考
え
る
き
っ
か
け
と
な
れ
ば
幸

い
で
あ
る
。

（
注
１
）「
対
流
」
と
は
、
多
様
な
個
性
を
持
つ
さ
ま

ざ
ま
な
地
域
が
相
互
に
連
携
し
生
じ
る
地
域
間
の

ヒ
ト
、
モ
ノ
、
カ
ネ
、
情
報
等
の
双
方
向
の
活
発
な

動
き
の
こ
と
を
指
す
。

図1　�新産業都市および工業整備特別地域（出典：国土交
通省）
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国土政策の変遷

年表出典： 国土計画の歩みに関する資料（国土交通省） 
国土・地域政策の変遷（第1回広域自立・成長政策委員会配布資料）（平成21年6月12日） 
国会等の移転ホームページ（国土交通省） 
新産業都市の建設及び工業整備特別地域の整備の今後の在り方について（中間報告）（平成12年8月8日、国土審議会地方産業開発特別委員会）

人　　口： 1945～2015年は国勢調査、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口
市町村数： 市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴（総務省）より作成
Ｇ Ｄ Ｐ： 実質GDP（年度）とし、1980年度以前は「1998年度国民経済計算（1990基準・68SNA）」、1980年度から1994年度までは「平成23年基準支出側GDP系列簡易遡及（2011年基準・2008SNA）」、

1994年度以降は「2019年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」より作成

1940

主な
出来事

★ 有識者らによる遷都・分都論等の
首都機能移転の提言 1950年代後半～

★ 国会等の移転に関する法律 1992
★ 国会等移転審議会答申 1999
⇨ 候補地を選定「栃木・福島地域」又は「岐阜・
愛知地域」） ※準候補地：「三重・畿央地域」首都機能移転

★ 地方制度調査会「地方制度の改革に関する答申」 1957
⇨「府県統合案」が示される

★ 地方制度調査会「府県合併に関する答申」 1965
⇨ 答申を受けた政府は、翌1966年に都道府県合併特例法案を
国会に提出したが成立せず

★ 地方制度調査会
「道州制のあり方に関する答申」 2006道州制

議論等

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020
★ 終戦
1945

★ サンフランシスコ
平和条約 1951

★ 国民所得倍
増計画 1960
★ 東京オリンピック 1964

★ 東海道新幹線
開通 1964

★ ローマ・クラブ 成長の限界 1972
★ 日本列島改造論 1972

★ 沖縄返還 1972
★ 田園都市国家構想 1980

★ 阪神・淡路大震災 1995

★ プラザ合意 1985

★ 東日本大震災 2011
★ 熊本地震 2016
★ 平成30年7月豪雨 2018

★ COVID-19流行 2020
★ 第一次オイルショック
1973

★ 国土総合開発法 1950

★  地方分権推進法 1995-2001
★地方分権一括法 1999-

★地方分権改革推進法 2006-2010
★国と地方の協議の場法 2011-

★まち・ひと・しごと創生法 2014-

★ 国土利用計画法 1974

地域を指定してインフラを整備し、
工場や研究機関等を誘致する施策

無秩序な市街化を抑制し、
都心部における受け皿の整備を推進する施策

特定地域のインフラ整備と切り離して
特定産業等の集積・振興を支援する施策

主な
法制度等

地域の発意による
計画を認定し、必要な支援を行う施策

★ 都市再生特別措置法 2002-
★   地域再生法 2005-

★ 構造改革特区法 2002-
★  総合特区法 2011-
★ 国家戦略特区法 2013-

★ 新産業都市建設促進法 1962-2001
⇨15地域が新産業都市に指定
★ 工業整備特別地域整備促進法 1964-2001
⇨6地域が工業整備特別地域に指定

★  農村地域工業等導入促進法 1971-

★ 地方拠点法 1992-
★ リゾート法 1987-
★  多極分散法 1988-

★ 新事業創出促進法 1998-2005
★ 中小企業等経営強化法 1999-

★ 地域産業集積活性化法 1997-2007
★ 企業立地促進法 2007-
★  広域地域活性化法 2007-

★ 産業競争力強化法 2013-

★  テクノポリス法 1983-1998
★  頭脳立地法 1988-1998

★  民活法
1986-2006

★   FAZ法 1992-2006

★ 国土形成計画法 2005
★ 全総 
1962

★ 新全総 1969 ★ 三全総 1977 ★ 四全総 1987 ★ 五全総 1998 ★ 国土形成
計画 2008

★ 第四次国土利用計画
2008

★ 第三次国土
利用計画 1996

★ 第二次国土
利用計画 1985

★ 国土利用計画
1976

一体作成

★ 第二次国土形成
計画 2015

拠点開発構想
を具現化

（
兆
円
）

600

400

200

0

G
D
P

1945 1960 1965 1980 19951950 1970 1985 2000 2010 20201955 1975 1990 2005 2015 2025（年）

48 107
200

307
412 504 553

150,000

110,000

70,000

30,000

（
千
人
）

15,000
11,000
7,000
3,000

人
　
口

71,998

3,488
10,869 12,064 13,159

104,665
122,544121,049

128,057
（ピーク）

13,846

 全国（左縦軸）  東京都（右縦軸）

（増加傾向）

バブルの発端

実質的な土
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等の指針

国土の総合的な利用、開発及び保全
によって望ましい国土の実現を構想

開発中心からの転換、
国と地方の協働による
ビジョンづくり

★ 国土交通省発足 2001★ 国土庁発足 1974
多くのビッグプロジェクトが中止

★  離島振興法 1953-
★山村振興法 1965-

★ 半島振興法 1985-

条件不利地域の格差を是正する施策
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昭和の大合併 （1953-1961）

平成の大合併（1999-2010）
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 市町村数（左縦軸）   市町村数に占める

市の割合（右縦軸）

★都市計画法 1968-
★ 首都圏整備法 1956-

★近畿圏整備法 1963-
★中部圏開発整備法 1966-

★過疎法 1970- 国から地方への権限や財源の移譲等により、
地方の自主・自立的行政運営を促進する施策
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